
第 1章

国際産業連関表の理論的基礎

桑 森　啓

はじめに

　本章の目的は，国際産業連関表の理論的な基礎づけを検討することである。

国際産業連関表は，Wonacott （1961）がカナダと米国を連結し，1949年を対

象として作成した表を端緒として，1960年代以降，米国や日本で作成が行わ

れるようになった。とくに日本では，アジア経済研究所を中心に，アジアの

国々を対象とした国際産業連関表が40年以上にわたって作成されてきた。こ

の間，各国の表形式やデータの整備状況などをふまえ，さまざまな試行錯誤

を経て国際産業連関表の作成に関する方法論が確立されてきた。しかし，本

格的な作成が開始される前に国際産業連関表の理論的枠組みを検討した山下

（1969）や山下・坂井・加賀美（1970）などの研究は存在するものの，その後

に確立されてきた方法論が関連分野との関係において十分に議論・整理され

てきたとは言い難い。そこで，本章では，現在の国際産業連関表が依拠して

いる理論的基盤について検討を行う。なお，国際産業連関表の作成方法（モ

デル）には幾つかのバリエーションが存在するが，ここでは，アジア経済研

究所が作成している国際産業連関モデルを対象として，その理論的意味づけ

を検討することとする。その理由は，上でも述べたとおり，アジア経済研究

所は継続的に国際産業連関表を作成しているほぼ唯一の機関であり，そのモ

デルはこの分野においてひとつの雛型となってきたからである。
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　以下では，まず第 1節および第 2節において，国際産業連関表の理論的背

景を提供している地域間産業連関表について，代表的なモデルとその特徴を

説明する。その後，第 3節において国際産業連関モデルの概要を説明すると

ともに，地域間産業連関モデルとの比較を行い，国際産業連関モデルの位置

づけを明らかにすることを試みる。最後に，地域間産業連関モデルを国際産

業連関モデルに適用することにともなう課題について触れる⑴。

第 1節　地域間産業連関モデル（アイサード・モデル）

　地域間産業連関表の基本的な考え方は，Isard（1951）によって提示された。

アイサードによって提示されたモデル（以下では「アイサード・モデル」と表

記）は「地域間産業連関モデル」（Interregional Input-Output Model: IRIO）と呼

ばれる。以下では，アイサード・モデルの考え方を説明する。

　アイサード・モデルの特徴は，地域の異質性に注目している点にある。す

なわち，アイサード・モデルでは，各地域で生産される財やサービスおよび

市場の異質性に注目し，たとえ同じ産業の生産物であっても，異なった地域

で生産された財は異なる財とみなされ，それらの間には代替性はないことが

仮定されている。たとえば，ペンシルヴァニアで生産されたレンガはニュー

ヨークやカリフォルニアで生産されたレンガとは異なる財であり，異なる市

場をもつとみなされる（Isard 1951, 320）。

　アイサード・モデルの考え方は，以下のように表現することができる。

　いま，地域の数が m，各地域における産業の数が nから成り立っている

経済を考える。この経済において，xrsijを s地域の j産業が r地域の i産業か

ら購入する金額，xir・を r地域の i産業の生産額，f ir・（＝Σms＝1 f irs）を r地域にお

ける i産業の生産物に対する最終需要額とする（ただし，r, s＝1, 2, …, mおよ

び i, j＝1, 2, …, n）⑵。このとき，この経済の需給バランスは次のように表され

る。



第 1章　国際産業連関表の理論的基礎　13

 Σms＝1Σnj＝1 xrsij＋Σms＝1 firs=Σms＝1Σnj＝1 xrsij＋fir・＝xir・	 （1.1）　

また，s地域の j産業が 1単位の生産を行うために必要となる r地域の i産

業からの投入額を表す「地域間投入係数」（interregional input coefficient）は，

以下のように定義される。

arsij＝
xrsij
xj
・s （1.2）　

ただし，

　x・sj＝Σmr＝1Σni＝1 xrsij＋vsj（vsjは s地域における j産業の付加価値額）

である。（1.2）より，（1.1）は以下のとおり書き換えることができる。

 Σms＝1Σnj＝1arsij xj・s＋Σms＝1 firs=Σms＝1Σnj＝1aijrs xj・s＋fir・＝xir・	 （1.3）　

（1.3）を，行列を用いて表現すれば，

A＝
A11

⋮
Am1

…
…
…

A1m

⋮
Amm

，F＝
F1

⋮
Fm
，X＝

X1

⋮
Xm

Ars＝
ars11
⋮
arsn1

…
…
…

ars1n
⋮
arsnn
，Fr＝

f1
r・

⋮
fn
r・
，Xr＝

xr1
・

⋮
xrn
・

として，

 AX＋F＝X （1.4）　

となる。（1.4）より，以下が成立する。

 X＝［I－A］－1F （1.5）　

ただし，Iは mn×mnの単位行列である。（1.5）から明らかなとおり，アイ

サード・モデルでは，通常の産業連関モデルと同様に，最終需要額 Fが与

えられれば，各地域の生産額 Xを求めることができる。
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第 2 節　多地域間産業連関モデル

　アイサード・モデルでは，同じ産業の生産物であっても，異なる地域で生

産されたものであれば異なる財であり，それぞれ異なる市場をもつとみなさ

れるため，すべての財の需要構造は異なることになる。したがって，アイ

サード・モデルに基づく地域間産業連関表を作成するためには，取引額に関

する情報がすべて必要となる。しかし，現実にはすべての取引に関する情報

を収集することはきわめて困難である。そのため，限られた情報から地域間

産業連関表を作成するためのさまざまな方法が提案されてきた。このように，

限られた情報から地域間産業連関表を推計するモデルを「多地域間産業連関

モデル」（Multi-regional Input-Output Model: MRIO）と呼ぶ。本節では，代表的

な多地域間産業連関モデルについて説明する。

1．チェネリー＝モーゼス・モデル

　多地域間産業連関モデルのうち，最も代表的なものは，Chenery（1953）

およびMoses（1955）がほぼ同じ時期に独立に提示したモデルであり，両者

の名前をとって「チェネリー＝モーゼス ･モデル」と呼ばれる。

⑴　前提

　チェネリー＝モーゼス ･モデルは，以下の前提のもとで構築される（表

1.1）。

　すなわち，チェネリー＝モーゼス・モデルでは，同じ産業の生産物は，地

域にかかわらず同質であることを仮定している点でアイサード・モデルとは

異なるととともに，生産物の需要構造は需要者側によって決定される点に特

徴がある。このことから，チェネリー＝モーゼス・モデルは「列係数モデル

（Column Coefficient Model）」とも呼ばれる。
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⑵　モデル

　チェネリー＝モーゼス・モデルは以下のように表現される。s地域のすべ

ての産業に供給される r地域の i産業の生産物の総額（s地域の r地域第 i産

業からの移入額）xrsiは以下のように表わされる。

 xi
rs=Σnj＝1xrsij＋ firs （1.6）　

また，i産業の生産物に対する r地域の需要総額 xi・sは，以下のように表わさ

れる。

 xi
・s=Σmr＝1Σnj＝1xrsij＋Σmr＝1 firs=Σmr＝1Σnj＝1 xijrs＋fi・s （1.7）　

（1.6）および（1.7）を用いて，地域産業の地域への移出パターンを特徴づけ

る「交易係数（Trade Coefficient）」を次のように定義する。

 ti
rs＝ xrsi
xi
・s＝

Σnj＝1xrsij＋firs

Σmr＝1Σnj＝1xrsij＋Σmr＝1 firs
＝
Σnj＝1xrsij＋firs

Σmr＝1Σnj＝1xrsij＋fi・s
 （1.8）　

ただし，Σmr＝1tirs＝1である。（1.8）より，交易係数とは，s地域の i産業に対

する需要に占める地域のシェアを示していることがわかる。さらに，各地域

の投入係数は以下のように定義される。

 asij＝
xij
・s

xj
・s＝

Σmr＝1xrsij
Σmr＝1Σni＝1xrsij＋vis

 （1.9）　

vj
sは s地域における j産業の付加価値額である。これらを用いて，チェネ

表1.1　チェネリー＝モーゼス・モデルの前提

データの利用可能性に
関する前提

他地域からの移入表が分離されていない競争型の地
域産業連関表が，各地域について利用可能である。

モデルに関する仮定

① 同じ産業の生産物は，地域間で完全代替的である
（同じ産業の生産物は，同一の市場で取引される）。

② 各産業の生産物の需要比率および地域間の比率は，
需要者側によって決定される。

③ 各地域の産業はそれぞれの財について，同一の需
要構造を持つ（地域間交易係数は一定）。

（出所）　筆者作成。
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リー＝モーゼス・モデルを導出する。（1.1）の需給バランス式より

xj
r・＝Σms＝1Σnj＝1xrsij＋Σms＝1 firs

＝Σms＝1（Σnj＝1xrsij＋firs）

＝Σms＝1xrsi （（1.6）より）

＝Σms＝1xi・s
xrsi
xi
・s

＝Σms＝1（Σmr＝1Σnj＝1xrsij＋Σmr＝1 firs）
xrsi
xi
・s　　　（（1.7）より）

＝Σms＝1Σmr＝1Σnj＝1xrsij・
xrsi
xi
・s＋Σmr＝1

xrsi
xi
・s・firs

＝Σms＝1Σnj＝1
Σmr＝1xrsij

Σmr＝1Σni＝1xrsij＋vis
・x

rs
i

xi
・s・（Σmr＝1Σni＝1xrsij＋vis）＋Σmr＝1

xrsi
xi
・s・firs

＝Σms＝1Σnj＝1asij tirsxjs＋Σmr＝1 tirs firs （（1.8）および（1.9）より）

これを行列表示すると，

 TÂX＋TF＝X （1.10）　

ただし，

T＝
T11

⋮
Tm1

…
…
…

T1m

⋮
Tmm

，Â＝
Â1

⋮
0

…
…
…

0
⋮
Âm
，F＝

F1

⋮
Fm
，X＝

X1

⋮
Xm

Trs＝
t1
rs

⋮
0

…
…
…

0
⋮
tn
rs
，Âr＝

ar11
⋮
arn1

…
…
…

ar1n
⋮
arnn
，Fr＝

f1
r・

⋮
fn
r・
，Xr＝

x1
r・

⋮
xn
r・

である。

　（1.10）を Xについて解くと，（1.5）に示されるアイサード・モデルに対応

するモデル式が導出される。

 X＝［I－TÂ］－1TF （1.11）　

このモデルを用いると，中間取引部門の地域間取引額 xrsijは，次式によって

求めることができる。
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 xij
rs＝tirsasij xj・s （1.12）　

⑶　問題点

　（1.12）に示されるとおり，チェネリー＝モーゼス ･モデルは，各地域の投

入係数（asij）に交易額の地域別シェアを表す地域間交易係数（tirs）を乗じる

ことにより，各地域の産業間交易額を求めている。この方法により，チェネ

リー＝モーゼス ･モデルではアイサード・モデルよりも格段に少ない情報か

ら，地域間産業連関表を作成することが可能となる。

　しかし，アイサード・モデルでは，（1.2）で表現される投入係数が，地域

内のみならず地域間（r≠s）においてもレオンチェフ型の生産関数に基づい

た生産技術構造を反映しているという点で，一定の理論的根拠と安定性を有

していると考えられるのに対し，チェネリー＝モーゼス・モデルにおける地

域間交易係数は，変動の大きい地域間交易の構造をベースにしているという

点で，理論的にその根拠が曖昧であり，現実的にも係数が不安定である可能

性が高い。この点について，Moses（1955）は，費用や価格に影響を及ぼさ

ない程度に生産能力やインフラに余裕があることを，地域間投入係数の安定

性が確保される条件として挙げている。具体的には，①すべての地域間にお

ける輸送ネットワーク，②各地域における生産能力，③各地域における労働

供給の 3点について，処理能力に余裕があれば，短期的には財や生産要素の

相対価格が変化しないため，モデルを短期の予測に使用することは可能であ

るとしている（Moses 1955, 812-826）。

2．行係数モデル

　行係数モデル（Row Coefficient Model）は，需要者側によって地域間交易パ

ターンが決定されることを想定していたチェネリー＝モーゼス ･モデルとは

対照的に，供給者側からみた地域間交易パターンに着目したモデルである⑶。
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⑴　前　提

　行係数モデルの前提は以下のとおりである（表1.2）。

表1.2　行係数モデルの前提

データの利用可能性に
関する前提

他地域からの移入表が分離されていない競争型の地
域産業連関表が，各地域について利用可能である。

モデルに関する仮定

① 同じ産業の生産物は，地域間で完全代替的である
（同じ産業の生産物は，同一の市場で取引される）。

② 各産業の生産物の供給比率および地域間の比率は，
供給者側によって決定される。

③ 各地域の産業はそれぞれの財について，同一の需
要構造を持つ（地域間交易係数は一定）。

（出所）　筆者作成。

　行係数モデルに基づく地域間産業連関表は，チェネリー＝モーゼス ･モデ

ルと同様，競争移入型の地域産業連関表が利用できれば作成可能である点で，

比較的現実的なモデルといえる。このモデルの特徴は，チェネリー＝モーゼ

ス・モデルとは対照的に，各産業の生産物の需要構造は，供給者側によって

決定される点にある。

⑵　モデル

　チェネリー＝モーゼス ･モデルでは，交易係数が需要者側の各地域からの

購入シェアとして定義されていたのに対し，行係数モデルにおいては，交易

係数は供給側の販売シェアとして定義される。

 ui
rs＝ xi

rs

xi
r・＝

Σnj＝1xrsij＋firs

Σms＝1Σnj＝1xrsij＋Σms＝1 firs
＝
Σnj＝1xrsij＋firs

Σms＝1Σnj＝1xrsij＋fir・
 （1.13）　

ただし，Σms＝1uirs＝1である。（1.13）より，行係数モデルの交易係数は，r地

域における i産業の生産物の，s地域の j産業に対する供給シェアを示して

いる。（1.13）より uirsxir・＝xirsであるから，以下の関係が成立する。

 Σmr＝1uirsxir・＝Σmr＝1xirs （1.14）　
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　ここで，（1.14）の右辺は次のように書き換えることができる。

Σmr＝1xirs＝Σmr＝1（Σnj＝1xrsij＋ firs）　　　（（1.6）より）

＝Σmr＝1Σnj＝1xrsij＋Σmr＝1 firs

＝Σnj＝1xij・s＋fi・s

＝Σnj＝1asij xj・s＋fi・s （（1.9）より）

よって，行係数モデルのシステムは以下のようになる。

 Σmr＝1uirsxir・＝Σnj＝1asij xj・s＋fi・s （1.15）　

これを行列表示すると，

 ÚX＝ÂX＋F （1.16）　

ただし，

U＝
U11

⋮
Um1

…
…
…

U1m

⋮
Umm

，Urs＝
u1
rs

⋮
0

…
…
…

0
⋮
un
rs

であり，Ú は Uの転置行列である（（1.15）では，行方向（s地域）ではなく列

方向（r地域）について足し上げているため）。他の行列記号は，チェネリー＝

モーゼス・モデルの場合と同じである。（1.16）を Xについて解くと，（1.5）

および（1.11）に対応する以下のモデル式が得られる。

 X＝［Ú－Â］－1F （1.17）　

あるいは，（1.16）の両辺に（Ú）－1を乗じて

X＝（Ú）－1ÂX＋（Ú）－1F （1.18）　

が得られるので，これをについて解いて

X＝［I－（Ú）－1Â］－1（Ú）－1F （1.19）　

と表現することができる。（1.18）より，行係数モデルにおける中間取引部門

における地域間取引額 xrsijは，以下のようになる。

 xrsij＝ũijrsasij xj・s　（ũijrsは（Ú）－1の要素） （1.20）　

⑶　問題点

　行係数モデルの問題点として，逆行列の非負性が満たされないことが挙げ
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られる。したがって，（1.17）あるいは（1.18）を用いて生産額を求めた場合，

しばしばマイナス値が発生するという問題がある。行係数モデルにおいてマ

イナス値が発生する理由は以下のとおりである⑷。まず，（1.17）および（1.19）

で表現されるモデルが必ず正値解をもつためには，（Ú）－1Âについて，以下

のふたつが満たされる必要がある。

 0≤w̃ijrs≤1（∀i，j，r，s） （1.21）　

 Σmr＝1Σni＝1w̃ijrs≤1（∀s，j） （1.22）　

ただし，w̃ijrsは，行列（Ú）－1Âの要素である。Âは，チェネリー＝モーゼ

ス・モデルにおける投入係数行列であるから，その要素および列和はすべて

0と 1の間の値をとる。したがって，（1.21）および（1.22）が成立するための

条件は，（Ú）－1の要素およびその行和が 0と 1の値をとることに帰着する。

しかし，（1.13） よ り Ú の 要 素 uirsは 0≤uirs≤ 1 か つΣms＝1uirs＝1で ある。

（Ú）－1は Ú の逆行列であるから，U（́Ú）－1＝Iが成立するが，そのためには，

（Ú）－1の要素にはマイナス値が存在しなくてはならないため，（Ú）－1Âにつ

いて，上記のふたつの条件が満たされない。したがって，行係数モデルにお

いては，逆行列の非負性が保証されないことになる。これは，行係数モデル

が，生産を規定する投入係数（Â）については需要側によって決定されるの

に対し，交易（U）については供給側によって決定されるという相互に矛盾

する仮定に基づいて構成されているためである （Richardson 1972, 66-67）。

3．レオンチェフ＝ストラウト・モデル

　上で検討したチェネリー＝モーゼス ･モデルや行係数モデルが，地域間交

易のパターンに関して，一定の意味づけを与えることを通じて，限られた情

報から地域間産業連関モデルを構築しようとしたのに対し，レオンチェフと

ストラウト （Leontief and Strout 1963）は，理論的に厳密ではないが，利用可

能なデータから分析に有用なツールを提供することを意図したモデルを提案

した （Leontief and Strout 1963, 119）。



第 1章　国際産業連関表の理論的基礎　21

⑴　前　提

　レオンチェフ＝ストラウト・モデルの前提は以下のとおりである（表1.3）。

表1.3　レオンチェフ＝ストラウト・モデルの前提

データの利用可能性に
関する前提

他地域からの移入表が分離されていない競
争型の地域産業連関表が，各地域について
利用可能であるとともに， 2地域間の取引
に関する特徴を表す指標（定数）が利用可
能であること。

モデルに関する仮定

① 同じ産業の生産物は，地域間で完全代替
的である（同じ産業の生産物は，同一の
市場で取引される）。

② 各地域の供給者は，生産物を全地域共同
の「供給プール」に供給し，各地域の需
要者は、生産物を全地域共同の「需要
プール」から購入する。

（出所）　筆者作成。

　すなわち，レオンチェフ＝ストラウト・モデルでは，他のモデルのように，

各地域の供給者は，自らの生産物がどの地域で需要されるかについては問題

とせず，各地域の需要者も生産物がどの地域から供給されるかについて区別

することはない。

⑵　モデル

　レオンチェフ＝ストラウト・モデルでは， 2地域間における産業の生産物

の取引量は，次式によって決定される。

 xi
rs＝ xi

r・xi
・s

xi
・・ ・qirs　（r≠s） （1.23）　

ただし，

　xir・＝Σms＝1Σnj＝1xijrs＋Σms＝1 firs＝Σms＝1Σnj＝1xijrs＋fir・（r地域における i産業の生産物の総

供給量）

　xi・s＝Σmr＝1Σnj＝1xijrs＋Σmr＝1 firs＝Σmr＝1Σnj＝1xijrs＋fi・s（s地域における i産業の生産物の
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総需要量）

　xi・・＝Σmr＝1xir・＝Σms＝1xis・（経済全体で生産・消費される i産業の生産物の総量）

　qirs（i産業の生産物の 2地域間の取引に関する特徴を表す定数）

である。すなわち，i産業の生産物の地域間取引量は，r地域の供給量の合

計と s地域の需要量の合計に比例し，経済全体の総量に反比例する。もしも，

r地域の供給プールにおける総供給量 xi
r・と s地域の需要プールにおける総需

要量 xi・sのいずれかがゼロになれば，両地域間の取引はゼロになり，反対に

総供給量と総需要量のいずれかが 2倍になれば，両地域間の取引量も 2倍に

なる（金子 1971，160）。

　ここで，xir・＝Σms＝1Σnj＝1xijrs＋Σms＝1 firsおよび xi・s＝Σmr＝1Σnj＝1xijrs＋Σmr＝1 firsを（1.23）

に代入し，地域内取引を加えて変形すると，r地域と s地域の地域間取引に

関する次式を得る。

 xi
r・＝ xi

r・

xi
・・Σms≠r xi・sqirs＋Σms≠r firs＋Σnj＝1 xijrr＋firr （1.24）　

 xi
・s＝ xi

・s

xi
・・Σmr≠s xir・qirs＋Σmr≠s firs＝Σnj＝1xijss＋fiss （1.25）　

一方，各地域の需給バランス式は以下のようになる。

 xi
・s＝Σnj＝1aijs xjs・＋Σmr＝1 firs＝Σnj＝1aijs xjs・＋fi・s （1.26）　

ここで，aijsは（1.9）で表される投入係数である。前提により，投入係数 aij
s，

最終需要 fi
rsおよび地域間取引の特徴を表す定数 qirsが所与であるから，

（1.24）～（1.26）の 3つの連立方程式体系を解くことにより，各地域の生産

額および地域間取引額を求めることができる。具体的な解法は以下のとおり

である⑸。まず，（1.25）の sを rに置き換えると，

 xi
・r＝ xi

・r

xi
・・Σms≠r xir・qisr＋Σnj＝1 xijrr （1.27）　

となる。（1.24）および（1.27）を変形すると，

 Σnj＝1 xijrr xi・・＝xir・xi・・－xir・Σms≠r xi・sqirs （1.28）　

 Σnj＝1 xijrr xi・・＝ xi・rxi・・－xir・Σms≠r xir・qisr （1.29）　
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となる。さらに，（1.28）および（1.29）を一本にまとめると，

 xi
r・xi
・・－xir・Σms≠r xi・sqirs＝ xi・rxi・・－xir・Σms≠r xir・qisr （1.30）　

が成立する。ここで，xi・・＝Σmr＝1xir・＝Σms＝1xis・を（1.30）に代入して整理すると，

（1.30）は以下のように書き換えられ，地域間交易に関するバランス式が得ら

れる。

 xi
r・Σms≠r xi・s（1－ qirs）＝xir・Σms≠r xir・（1－ qisr）　（地域間交易バランス） （1.31）

（1.31）は非線型であるため，以下のように，基準時からの乖離を用いた一次

近似により線型体系に変換する。

 xi
r・＝x̄ir・＋Δxir・ （1.32）　

 xi
・r＝x̄i・r＋Δxi・r （1.33）　

ただし，

　x̄ir・，x̄i・r： 基準年次の移出入額

　Δxir・，Δxi・r： 基準年次からの乖離額

である。（1.32）および（1.33）を（1.31）に代入して整理すると，次の線型方

程式を得る。

 Σms＝1Δxi・scirs＝Σms＝1Δxir・disr （1.34）　

ただし，

ci
rs＝

x̄i
r・（1－qirs） （i	f	r≠s）

x̄i
r・－Σmp＝1 x̄ip・（1－qipr）（i	f	r＝s）

di
sr＝

x̄i
・r（1－qisr） （i	f	r≠s）

x̄i
・r－Σmp＝1 x̄i・p（1－qirp）（i	f	r＝s）

である。また，（1.32）および（1.33）を用いて，各地域の需給バランス式を，

基準時からの乖離を用いて書き直すと，以下のようになる。

 Δxi・s＝Σnj＝1asijΔxjs・＋Σmr＝1Δf irs （1.35）　

（1.34）および（1.35）より，レオンチェフ＝ストラウト・モデルは，以下の

ように行列表示することができる⑹。

 GΔ́X＝HÂΔX＋HΔF （1.36）　

ただし，Âは（1.10）で定義された投入係数行列であり，Gおよび Hは，以
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下のとおり定義されるブロック行列である。

G＝
G11

⋮
Gm1

…
…
…

G1m

⋮
Gmm

，H＝
H11

⋮
Hm1

…
…
…

H1m

⋮
Hmm

Grs＝
g1
rs

⋮
0

…
…
…

0
⋮
gn
rs
，Hrs＝

h1
rs

⋮
0

…
…
…

0
⋮
hn
rs

gi
rs＝

x̄i
r・（1－qirs）（i	f	r≠k）

1 （i	f	r＝k）

hi
rs＝

x̄i
・s（1－qirs）（i	f	s≠k）

1 （i	f	s＝k）

（1.36）をΔXについて解くと，

 ΔX＝［I－（Ǵ）－1HÂ］－1HΔF （1.37）　

となり，チェネリー＝モーゼス・モデルの（1.11）および行係数モデルの

（1.19）に対応するモデル式が得られたことになる。

⑶　問題点

　レオンチェフ＝ストラウト・モデルは，比較的緩やかな仮定とデータ制約

の下で地域間産業連関表を推計することができる反面，以下のような問題点

が存在する。

　第 1に，行係数モデルと同様，逆行列の非負性が満たされないため，この

モデルから推計される生産額にマイナス値が生じる可能性があることである。

具体的には，行係数モデルの場合と同様の議論により，G（́Ǵ）－1＝1 が成立

するためには，（1.37）における（Ǵ）－1に，マイナスの要素が存在しなければ

ならなくなってしまう。

　第 2に，双方搬出（cross-hauling/cross-shipments）と呼ばれる問題がある。

双方搬出とは， 2地域間で同一の財が，同時に取引される現象のことを指す

（Round 1985, 393）⑺。双方搬出が問題となるのは，それにより地域間取引が過
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小評価されてしまうためである（Richardson 1972, 65ほか）。この問題は，部

門統合にともなって不可避的に生じるものであるが，（1.23）で示されるレオ

ンチェフ＝ストラウト・モデルにおいては，各地域の生産物は区別されず，

すべて同一の供給プールおよび需要プールを通じて取引されるため，他のモ

デルと比較しても，同一財として分類される財の取引について，移出と移入

が同時に行われる状況が発生しやすい。

　第 3に， 2地域間の取引に関する特徴を表す定数 qirsに関する情報をどの

ように推計するかという問題がある。レオンチェフ＝ストラウト・モデルで

は，qirsは所与とされているが，現実の問題として，この定数が意味すると

ころを特定し，かつそのデータを地域別産業別に入手することは容易ではな

い⑻。競争輸入型の地域産業連関表に加えて，この定数に関する情報が必要

になるという点で，レオンチェフ＝ストラウト・モデルは，先のふたつのモ

デルよりも，より厳しいデータ制約に立脚しているといえる。

表1.4　多地域間産業連関モデルの比較

チェネリー＝
モーゼスモデル

行係数モデル
レオンチェフ＝
ストラウト・モデル

地域間取引額
の推計式

xrsij＝tirsasij xj・s xrsij＝ũjrsasij xj・s xi
rs＝ xj

r・xi
・s

ẍi
・qjrs

モデル体系
（行列表示）

X＝（I－TÂ）－1TF
X＝
［（I－（Ú）－1Â）］－1（Ú）－1F

ΔX＝
［I－（Ǵ）－1HÂ）］－1HΔF

地域間交易に
関する仮定

需要者側が生産物の需
要比率および地域間の
比率を決定。

供給者側が生産物の供給
比率および地域間の比率
を決定。

供給者・需要者ともに
供給元および需要先は
問題にせず。

地域間表作成
に必要な情報

・競争輸入型の地域表 ・競争輸入型の地域表
・競争輸入型の地域表
・qrsj に関する情報

主な問題点 ・交易係数の不安定性
・交易係数の不安定性
・逆行列（Ú）－1

　の非負性の不成立

・交易係数の不安定性
・逆行列（Ǵ）－1

　の非負性の不成立

（出所）　Polenske（1970）などに基づいて筆者作成。
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⑷　小　括

　本節では，国際産業連関モデルの理論的背景となっている多地域間産業連

関モデルのうち，最も代表的な 3つのモデルを取り上げ，それらの特徴や問

題点について検討した。これまでの検討結果は，およそ表1.4のようにまと

められる。

第 3節　国際産業連関モデル

　前節では，国際産業連関モデルの理論的背景となった多地域間産業連関モ

デルについて，その特徴を検討した。本節では，アジア経済研究所で採用さ

れている国際産業連関モデルについて説明し，前節で紹介した多地域間産業

連関モデルとの関係を明らかにすることを試みる。

1．前　提

　アジア経済研究所で作成している国際産業連関表は，対象各国において輸

入表が分離された非競争型の産業連関表が利用可能であることを前提として，

貿易統計に基づいて輸入表を各国の輸入比率で分割することにより作成され

ている。このことは，以下を仮定していることになる。

①国産財と輸入財の間には代替性はないが，輸入財については，生産地に

かかわらず完全に代替的である（同じ産業の輸入財は，同一の市場で取引

される）。

②輸入財について，各産業の生産物の需要比率および地域間の比率は，需

要者側が決定する。

③各地域の産業はそれぞれの輸入財について，同一の需要構造をもつ（地

域間交易係数は一定）。

　仮定②より，国際産業連関モデルでは，地域間取引に関してはチェネリー
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＝モーゼス ･モデルと同様の想定をおいていることがわかる。

2．モデル

　以下では，国際産業連関モデルのうち，最も基本的なモデルについて述べ

た後，特別調査の結果などを加味した場合のモデルについて説明する。

⑴　基本モデル

　基本的な国際産業連関モデルは，以下のように表現することができる。s

国における i産業からの輸入額の合計を m̃is，s国における r国の i産業から

の輸入額を m̃irsとすると，m̃isおよび m̃irsは，それぞれ次のように定義される。

m̃i
s＝Σmr≠sΣnj＝1xijrs＋Σmr≠s firs （1.38）　

 m̃i
rs＝Σnj＝1xijrs＋ firs　　（r≠s） （1.39）　

（1.38）および（1.39）より，s国における i産業の輸入全体に占める r国のシ

ェアは以下のようになる。

 t̃ i
rs＝ m̃

rs
i

m̃si
＝

Σnj＝1xijrs＋firs

Σmr≠sΣnj＝1xijrs＋Σmr≠s firs
　　（r≠s） （1.40）　

ただし，Σmr≠s t̃irs＝1である。一方，s国 j産業の他国の i産業からの輸入額を

m̃ij
sとすると，s国 j産業の輸入投入係数 ãisは，次のように計算される。

 ãij
s＝
m̃sij
xj
・s  （1.41）　

（1.41）より，s国 j産業の他国の i産業からの輸入額 m̃ijsは，

 m̃ij
s＝ãijs xj・s （1.42）　

したがって，国際産業連関表における国別産業別輸入額は，（1.42）における

産業別輸入額に（1.40）で示される交易係数（国別シェア）を乗じたものとし

て求めることができる。

 m̃ij
rs=t̃i

rsm̃sij＝t̃irsãsij xj・s　（r≠s for t̃i
rs，m̃ijrs） （1.43）　

上記の国際産業連関モデルを行列表示すると以下のようになる。
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 X＝A
~~

X＋F （1.44）　

ただし，Xおよび Fは，地域間産業連関モデルおよび多地域間産業連関モ

デルにおける生産額および最終需要額であり，Āは，以下の投入係数行列

である。

A
~~＝

A11

M
~~ 21

⋮
M
~~ m1

M
~~ 12

A22

⋮
M
~~ m2

…
…
…
…

M
~~ 1m

M
~~ 2m

⋮
Amm

Arr＝
a11
rr

⋮
an1
rr

…
…
…

a1n
rr

⋮
ann
rr
　　（r＝s）

M
~~ rs＝

m≈ 11
rs

⋮
m≈ n1
rr

…
…
…

m≈ rs1n
⋮
m≈ rsnn
＝
t̃1
rsãs11
⋮
t̃1
rsãsn1

…
…
…

t̃1
rsãs1n
⋮
t̃n
rsãsnn

　　（r≠s）

（1.44）を Xについて解くと，以下のモデル式が得られる。

 X＝［I－A
~~］－1F （1.45）　

⑵　特別調査によるモデルの修正

　上述の基本モデルに基づいて作成された国際産業連関表においては，国別

輸入表は輸入相手国からの輸入額シェアに応じて分割して作成されるため，

各国の輸入構造は，どの輸入相手国についても同一になってしまう。そこで，

輸入財需要先調査などの特別調査を実施し，その結果を反映させることによ

り，輸入構造をより現実に近づけることが必要となる。特別調査の結果に基

づいて輸入投入係数を修正するパラメーターを αij
rs（r≠s）とすると，基本

モデルにおける（1.43）は，以下のように修正される。

 m
_
ij
rs＝αsij t̃irsãsij xj・s　　（r≠s for αij

rs，t̃irs） （1.46）　

　しかし，輸入財の需要先調査はコストがかかるため，実際には限られた国

について，限られたサンプルによる調査しか行うことができず，輸入投入係

数の修正パラメーターαijrsを利用できない取引も多い。もしも，特別調査な
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どの修正情報が得られない場合，修正パラメーターの値は 1となる（αijrs＝1）。

また，修正モデルを行列表示すると以下のようになる。

 X＝A
__

X＋F （1.47）　

ただし，

A
__
＝

A11

M
__
21

⋮
M
__
m1

M
__
12

A22

⋮
M
__
m2

…
…
…
…

M
__
1m

M
__
2m

⋮
Amm

M
__
rs＝

m
__
11
rs

⋮
m
__
n1
rr

…
…
…

m
__
rs
1n

⋮
m
__
rs
nn

＝
α rs11 t̃1

rsãs11
⋮

α rsn1 t̃n
rsãsn1

…
…
…

α rsn1 t̃1
rsãs1n
⋮

α rsnn t̃n
rsãsnn
　　（r≠s）

である。（1.47）を Xについて解けば，他のモデルと同様のモデル式を導く

ことができる。

 X＝［I－A
__
］－1F （1.48）　

⑶　国際産業連関モデルの特徴

　基本モデルにおける（1.43）は，チェネリー＝モーゼス ･モデルにおける

（1.12）に対応している。チェネリー＝モーゼス ･モデルでは，競争輸入型の

産業連関表のみが利用可能であることを想定しているため，投入係数 aijsと

交易係数 tirsは自地域財と移入財を区別していないが，アジア経済研究所の

国際産業連関モデルは，輸入表が利用可能であることを前提としているため，

輸入財のみの投入係数 ãsijが利用可能である点が異なっている。すなわち，

国際産業連関モデルは，国産財と輸入財が分離されている点では，チェネ

リー＝モーゼス ･モデルと比較して現実的である一方，輸入財については完

全代替を仮定しているため，アイサード・モデルに比べて厳しい仮定を課し

ているといえ，両者の中間に位置するモデルと考えることができる。さらに，

（1.46）で示されるとおり，実際には特別調査の実施により，輸入財の需要構

造をより現実に近づける処理がなされるため，よりアイサード・モデルに近

づくことになる。これらのモデルの関係をまとめると表1.5のようになる。
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表1.5　国際産業連関モデルの位置づけ

アイサード・
モデル

国際産業連関モデル チェネリー＝
モーゼスモデル（修正モデル） （基本モデル）

地域内（国内）
取引額

xssij＝assij xj・s xssij＝assij xj・s xssij＝assij xj・s xssij＝tissasij xj・s

地域間（国際）
取引額

xrsij＝arsij xj・s

（r≠s）
m
_ rs
ij＝αrsij t̃ rsi		ãsij xj・s

（r≠s）
m̃rsij＝t̃ irsãsij xj・s

（r≠s）
xrsij＝tirsasij xj・s

（r≠s）

（出所）　筆者作成。

　表1.5では，左側に位置するモデルほど，より多くの情報を利用した現実

的なモデルである反面，実際の作成は困難であることを示している。また，

国際産業連関モデルではチェネリー＝モーゼス ･モデルと同様，需要構造は

いずれも需要側が決定しているため，逆行列の非負性は満たされている。な

お，補論では，簡単な数値例を用いて，上記 3つのモデルに基づいた表を作

成し，国際産業連関モデル（基本モデル）およびチェネリー＝モーゼス ･モ

デルのアイサード ･モデルからの乖離度を計測して，各モデルが表 2の関係

にあることやその類似度の程度を確認している。

おわりに

　本章では，アジア経済研究所における国際産業連関表を例にとり，国際産

業連関モデルが主としてチェネリー＝モーゼス型の地域間産業連関モデルを

ベースとして作成されていることを示した。地理的に異なる経済を，貿易取

引を通じて連結するという点では，地域間産業連関モデルを国際産業連関表

の作成にも適用することは自然な方法といえる。しかしながら，国内におけ

る地域間取引と国境をまたぐ国同士の取引には大きな違いがあり，地域間産

業連関モデルの前提が国際産業連関表においては必ずしも満たされない可能

性があることも認識しておく必要がある。具体的には，地域産業連関モデル
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において仮定され，そのまま国際産業連関モデルにも適用されている輸入投

入係数（ãsij）および交易係数（t̃irs）が一定という仮定は，以下の理由から国

際産業連関モデルでは，地域間産業連関モデルと比較して成立しにくいと考

えられる。第 1に，国内の地域間取引と比較して，国際間の取引はさまざま

な要因（政策変更，政治的不安定など）により変動しやすいと考えられること

である。第 2に，国内の各地域と比較して，国レベルではさまざまな面で異

質性が高いことである（民族や文化，宗教，習慣などの違いに基づく選好パター

ンや技術水準の違いなど）。したがって，国際産業連関表においては，地域間

産業連関モデルの単純な適用ではなく，特別調査の実施などによる情報の収

集が重要になると考えられる。

〔注〕
⑴　国際産業連関表の具体的な形式については，補章の図 A.1およびその説明
や，本章末尾補論の表 A1.1～A1.3などを参照のこと。
⑵　本来ならば，右肩の地域を表す添え字 r，sと同様，右下の財を表す添え字
i，jについても集計した場合にはドット「･」を用いて表現するのが整合的な
対応と考えられるが（例：xi・rs＝Σnj＝1xijrs＋firs），産業連関分析においては，この
表現は必ずしも一般的でないため，財の場合は，集計された財の記号を省略
することとする（例：xirs＝Σnj＝1xijrs＋firs，財 jについて集計した場合，jの記号
を添え字から省略（xirs））。
⑶　行係数モデルについては，Polenske（1966; 1970; 1972），Bon（1984）およ
び Toyomane（1988）などに詳しい。
⑷　この部分の説明は，Bon（1984）を参考にしている。
⑸　以下では，簡略化のため，最終需要に関する表記（ f）は省略する。なお，
最終需要を省略しても，得られる結論に変化はない。
⑹　第 4章においても Gが行列を表すアルファベットとして使用されているが，
本章の（1.36）式で使用されている行列とは異なるものである点に注意された
い。
⑺　双方搬出は，具体的には以下のように定義される（Kronenberg 2009, 47）。
　zi＝（Ei＋Mi）－｜（Ei－Mi）｜
　ただし，ziは財 iの双方搬出の程度，Eiは財 iの移出，Miは財 iの移入であ
る。すなわち，同じ財に関する取引規模が近いほど，第 2項が小さくなり，
双方搬出の程度 ziが大きくなる。
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⑻　Leontief and Strout（1963）では，輸送費などを用いて qirsを推計する方法が
提示されているが，追加的な情報が必要である点に変わりはない（Leontief 

and Strout 1963, 127-131，金子 1971，162-163ほか）
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補論　仮説例（数値例）による比較

1．取引表の作成

　ここでは，3.3節で検討した国際産業連関モデルの位置づけを，簡単な数

値例を用いて確認してみる。具体的には， 3カ国および 3部門からなる簡単

な産業連関表を用いて，アイサード・モデル，国際産業連関モデル（基本モ

デル）およびチェネリー＝モーゼス・モデルの 3つのモデルの比較を行う。

　まず，表 A1.1のように，すべての取引（セル）について調査を行って作成

されたアイサード・モデルに基づく国際産業連関表が存在するとする。

　この表 A1.1から，チェネリー=モーゼス ･モデルおよび国際産業連関モ

デル（基本モデル）の考え方に基づいて表を再作成する。

　まず，A1.1の国内取引および輸入を足し上げて国ごとに競争輸入型の表を

作成した上で，（1.8）式に基づいて各部門の金額シェアによって再分割する

ことによって，A1.2のようにチェネリー=モーゼス ･モデルの考え方に基づ

いて作成された表が得られる。
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表 A1.1　アイサード型（取引表）

A B C A B C
GO

1 2 3 1 2 3 1 2 3 FA FB FC

A

1 150 80 100 45 30 10 27 5 15 230 260 48 1,000 
2 85 150 80 10 35 20 10 15 15 125 15 20 580 
3 40 65 100 5 30 20 8 5 10 547 15 5 850 

B

1 5 13 10 10 10 50 3 1 5 5 238 10 360 
2 45 100 40 35 1,530 850 35 250 150 325 470 170 4,000 
3 2 10 25 25 700 500 2 15 25 75 1,830 61 3,270 

C

1 2 5 7 10 10 10 105 10 130 61 100 340 790 
2 10 50 18 10 200 60 80 600 200 55 20 247 1,550 
3 6 5 20 10 80 100 70 250 300 30 100 754 1,725 

VA 655 102 450 200 1,375 1,650 450 399 875 
GI 1,000 580 850 360 4,000 3,270 790 1,550 1,725 

(出所）　筆者作成。
（注）　FA，FB，FCは，各国の最終需要を示す。

表 A1.2　チェネリー＝モーゼス・モデルに基づく取引表

A B C A B C
GO

1 2 3 1 2 3 1 2 3 FA FB FC

A

1 72 100 84 7 122 75 8 27 20 304 141 39 1,000 
2 57 79 66 2 28 17 5 17 13 239 33 25 580 
3 97 134 112 2 25 15 2 8 6 408 29 12 850 

B

1 4 6 5 7 108 67 2 5 4 18 126 8 360 
2 66 91 76 62 1,016 627 51 174 129 277 1,180 251 4,000 
3 14 20 17 66 1,076 664 9 30 22 61 1,249 43 3,270 

C

1 10 13 11 3 46 28 50 169 124 41 53 242 790 
2 17 24 20 6 102 63 96 325 240 72 119 467 1,550 
3 8 11 9 6 102 63 117 396 292 33 119 569 1,725 

VA 655 102 450 200 1,375 1,650 450 399 875 
GI 1,000 580 850 360 4,000 3,270 790 1,550 1,725 

（出所）　筆者作成。
（注）　FA，FB，FCは，各国の最終需要を示す。
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　つぎに，国際産業連関モデル（基本モデル）の場合は，国内取引と輸入表

が分離された非競争輸入型の産業連関表が利用可能であるため，A1.1の輸入

表の部分のみを足し上げて，（1.43）式で定義されるシェアを用いて輸入表を

国ごとに再度分割すれば，A1.3の国際産業連関モデルの考え方に基づいた表

が得られることになる。

表 A1.3　国際産業連関モデル（基本モデル）に基づく取引表

A B C A B C
GO

1 2 3 1 2 3 1 2 3 FA FB FC

A

1 150 80 100 26 110 63 9 30 23 230 146 33 1,000 
2 85 150 80 6 26 15 6 19 15 125 34 21 580 
3 40 65 100 5 22 13 3 9 7 547 30 10 850 

B

1 3 7 4 10 10 50 2 6 5 20 238 7 360 
2 39 101 66 35 1,530 850 57 193 146 304 470 209 4,000 
3 8 22 15 25 700 500 10 33 25 67 1,830 36 3,270 

C

1 6 15 10 10 42 24 105 10 130 45 55 340 790 
2 10 26 17 22 93 53 80 600 200 79 123 247 1,550 
3 5 12 8 22 93 53 70 250 300 36 123 754 1,725 

VA 655 102 450 200 1,375 1,650 450 399 875 
GI 1,000 580 850 360 4,000 3,270 790 1,550 1,725 

(出所）　筆者作成。
（注）　FA，FB，FCは，各国の最終需要を示す。

2 ．乖離度の比較

　つぎに，限られた情報に基づいて作成された A1.2および A1.3のふたつの

表が，完全な情報に基づいて作成されたアイサード・モデルに基づいた表

A1.1からどの程度乖離しているかを確認する。比較の方法としては，表

A1.1～A1.3の 3 つの表から投入係数表（表 A1.5～A1.7）を作成し，チェネリー

=モーゼス ･モデルと国際産業連関モデル（基本モデル）に基づく投入係数

表（表 A1.6および表 A1.7）の構造が，もとのアイサード・モデルに基づく表

A1.1から作成された投入係数表（A1.5）の構造からどの程度乖離しているか
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を以下の諸指標を用いて計測する。

⑴　相関係数（R: Correlation Coefficient）

　表の類似度を示す最も代表的な指標として，まず，次式によって求められ

るふたつの投入係数表の相関係数を計測する。

R＝
Σmr＝1Σms＝1Σnj＝1Σni＝1（aijrs－a）（âijrs－â）

Σmr＝1Σms＝1Σnj＝1Σni＝1（aijrs－a）2 Σmr＝1Σms＝1Σnj＝1Σni＝1（âijrs－â）2

　ただし，aijrsは投入係数の実績値，âijrsは投入係数の推計値，aは aijrsの平均

値（a＝Σ
m
r＝1Σms＝1Σnj＝1Σni＝1aijrs

（mn）2 ），âは âijrsの平均値（Σ
m
r＝1Σms＝1Σnj＝1Σni＝1âijrs

（mn）2 ）である。

⑵　標準誤差率（STPE: Standardized Total Percentage Error）

　標準誤差率（STPE）とは，各投入係数の推計値（âijrs）と実績値（aijrs）の差

が，実績値の総和に占める割合を示す指標であり，次式によって計算される。

STPE＝
Σmr＝1Σms＝1Σnj＝1Σni＝1｜aijrs－âijrs｜×100Σmr＝1Σms＝1Σnj＝1Σni＝1aijrs

⑶　平均絶対差（MAD: Mean Absolute Difference）

　標準誤差率（STPE）が実績値の総和に占める誤差の割合を示す指標であ

るのに対し，平均絶対差（MAD）は，係数ひとつ当たりの平均的な誤差を示

す指標であり，次式によって計算される。

MAD＝
Σmr＝1Σms＝1Σnj＝1Σni＝1｜aijrs－âijrs｜×100（mn）2

⑷　不等係数（Index of Inequality / Theil’s U）

　不等係数（U）は，推計値と実績値との不均一の程度を示す指標であり，

次式により計算される。
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表 A1.4　各指標の計測結果

相関係数
（R）

標準誤差率
（STPE）

平均絶対差
（MAD）

不等係数
（U）

平均平方誤差
（RMSE）

チェネリー＝
モーゼス・モデル

0.8161 47.0838 2.8492 0.466 0.0052

国際産業連関モデル
（基本モデル）

0.9863 11.88 0.7189 0.1317 0.0015

（出所）　筆者作成。

U＝
Σmr＝1Σms＝1Σnj＝1Σni＝1（aijrs－âijrs）2

Σmr＝1Σms＝1Σnj＝1Σni＝1（aijrs）2

　上式からも明らかなとおり，推計値と実績値が一致すれば不等係数の値は

ゼロとなり，推計値と実績値の乖離が大きいほど大きくなる。標準誤差率

（STPE）に類似しているが，誤差や係数を二乗しているため，大きな誤差に

対する感度は STPEよりも高くなる。

⑸　平均平方誤差（RMSE: Root Mean Squared Error）

　平均平方誤差（RMSE）は，平均絶対差（MAD）と同様，係数ひとつ当た

りの平均的な誤差を示す指標であり，次式によって計算される。

RMSE＝
Σmr＝1Σms＝1Σnj＝1Σni＝1（aijrs－âijrs）2

（mn）2

　不等係数（U）の場合と同様，誤差を二乗しているため，MADの場合と

比較して大きな誤差に対する感度が高くなる。

　上記の 5つの指標の計測結果を示したものが表 A1.4である。

　上記の計測結果より，いずれの指標についても，国際産業連関モデルに基

づいた推計結果は，チェネリー=モーゼス ･モデルに基づいた推計結果よ

りもアイサード・モデルに基づいた表により類似していることがわかる。こ

のことは，本文中の表1.2に示すとおり，国際産業連関モデルがアイサード・

モデルとチェネリー=モーゼス・モデルの中間に位置するものであること
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を示している。また，あくまでも単純な仮説例に基づく結果ではあるものの，

計測結果からは，国際産業連関モデルはチェネリー=モーゼス・モデルよ

りも現実の表からの乖離度が著しく小さい（類似度が高い）ことが伺える。

表 A1.5　投入係数表（アイサード型）

A1 A2 A3 B1 B2 B3 C1 C2 C3
A1 0.150 0.138 0.118 0.125 0.008 0.003 0.034 0.003 0.009 
A2 0.085 0.259 0.094 0.028 0.009 0.006 0.013 0.010 0.009 
A3 0.040 0.112 0.118 0.014 0.008 0.006 0.010 0.003 0.006 
B1 0.005 0.022 0.012 0.028 0.003 0.015 0.004 0.001 0.003 
B2 0.045 0.172 0.047 0.097 0.383 0.260 0.044 0.161 0.087 
B3 0.002 0.017 0.029 0.069 0.175 0.153 0.003 0.010 0.014 
C1 0.002 0.009 0.008 0.028 0.003 0.003 0.133 0.006 0.075 
C2 0.010 0.086 0.021 0.028 0.050 0.018 0.101 0.387 0.116 
C3 0.006 0.009 0.024 0.028 0.020 0.031 0.089 0.161 0.174 

（出所）　筆者作成。

表 A1.6　投入係数表（チェネリー＝モーゼス型）

A1 A2 A3 B1 B2 B3 C1 C2 C3
A1 0.072 0.172 0.098 0.021 0.030 0.023 0.010 0.018 0.012 
A2 0.057 0.136 0.077 0.005 0.007 0.005 0.006 0.011 0.007 
A3 0.097 0.232 0.132 0.004 0.006 0.005 0.003 0.005 0.003 
B1 0.004 0.010 0.006 0.018 0.027 0.020 0.002 0.004 0.002 
B2 0.066 0.157 0.090 0.172 0.254 0.192 0.065 0.112 0.075 
B3 0.014 0.034 0.020 0.182 0.269 0.203 0.011 0.019 0.013 
C1 0.010 0.023 0.013 0.008 0.011 0.009 0.063 0.109 0.072 
C2 0.017 0.041 0.023 0.017 0.026 0.019 0.121 0.209 0.139 
C3 0.008 0.019 0.011 0.017 0.026 0.019 0.148 0.255 0.169 

（出所）　筆者作成。
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表 A1.7　投入係数表（国際産業連関モデル、基本モデル）

A1 A2 A3 B1 B2 B3 C1 C2 C3
A1 0.150 0.138 0.118 0.072 0.028 0.019 0.011 0.020 0.013 
A2 0.085 0.259 0.094 0.017 0.006 0.004 0.007 0.012 0.008 
A3 0.040 0.112 0.118 0.015 0.006 0.004 0.003 0.006 0.004 
B1 0.003 0.011 0.005 0.028 0.003 0.015 0.002 0.004 0.003 
B2 0.039 0.174 0.078 0.097 0.383 0.260 0.072 0.125 0.085 
B3 0.008 0.038 0.017 0.069 0.175 0.153 0.012 0.021 0.014 
C1 0.006 0.026 0.011 0.027 0.010 0.007 0.133 0.006 0.075 
C2 0.010 0.045 0.020 0.060 0.023 0.016 0.101 0.387 0.116 
C3 0.005 0.021 0.009 0.060 0.023 0.016 0.089 0.161 0.174 

（出所）　筆者作成




